
気候変動への対応

当社グループは、サステナビリティ方針の中で、重要な社会課題の一つである持続可能な地域環境づくりに取り組むこととしており、その一環として、2022年3月にTCFD提言へ
の賛同を表明しています。再生可能エネルギー事業のご支援や自治体と協働しての脱炭素化のご支援など持続可能な地域社会の実現に主体的に貢献するとともに、TCFD提
言に沿った情報開示に取り組んでまいります。

TCFD提言への賛同表明

当社は、2020年度にスタートした第４次中期経営計画とあわせて「フィデアグループSDGs宣言」を公表し、
SDGsの趣旨に賛同し、地域課題の解決に向けた取り組みを通じて地域社会の持続的な発展を目指すこ
と、また役職員全員がSDGsの達成に取り組むことを表明しております。
このような中、2021年度には、当社グループのSDGs達成に向けた取り組み及びサステナビリティ経営の状

況を評価、検証するとともに、今後のあり方などに関して取締役会に助言することなどを目的として、取締役
会の任意組織として社外取締役等を中心に構成するサステナビリティ委員会を設置しました。
また、サステナビリティ委員会において決定した基本方針のもと、具体的な業務執行及び各種施策を検討

し実行する当社及び荘内銀行、北都銀行の横断的な会議体としてサステナビリティ推進会議を設置してお
ります。サステナビリティ推進会議においては、当社グループ一体の取り組みとして、気候変動への対応に加え、
人的資本や多様性への対応、地方銀行としての地域貢献のあり方等を検討しております。
サステナビリティ委員会は、サステナビリティ推進会議における検討内容及び各種施策への取り組み状況に

ついて報告を受け、その取り組み状況等を評価検証します。また、取締役会は、サステナビリティ委員会にお
ける審議内容について報告を受け、当社グループ全体のサステナビリティ経営への取り組み状況を監督評価
する体制としております。

TCFD（Task Force on Climate‐related Financial Disclosures）提言
TCFDは、G20における各国首脳の要請を受けて、2015年12月に金融安定理事会(FSB)に設置された企業の気候変動に関連したリスク及び機会の情報開示を推奨する

作業部会です。
TCFD提言は、低炭素社会へのスムーズな移行により金融市場の安定化を図ることを目的に2017年6 月に最終報告書として公開されました。具体的には、気候変動に関連

したリスクと機会に係るガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標の4項目について企業が開示を進めていくことを求めています。

気候変動への対応：TCFD提言に沿った情報開示

ガバナンス

サステナビリティ委員会

サステナビリティ推進会議

グループにおけるSDGsに関する社会的課
題解決や、持続的な社会の実現に貢献

するための施策運営について審議

グループの企業価値向上追求のため、サス
テナビリティにかかる当社グループの状況や
在り方について、取締役会に報告、助言

フィデアホールディングス 取締役会

（フィデアホールディングスと両行の共同経営会議）
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（気候変動に伴うリスクと想定される影響）
当社は、気候変動に伴うリスクと機会について、短期、中期、長期の時間軸で分析を行っており、その内容は以下のとおりとなっております。（以下、「短期」５年程度、「中

期」10年程度、「長期」30年程度）

主なリスクと機会 時間軸

移行リスク

◇ 気候変動問題に対する適切な取り組みや開示が他社比劣後することによる企業価値の低下 短期～長期

◇ 気候変動に対応した規制や税制等が変更となり、お客さまの業績にネガティブな影響が及ぶことによる信用リスクの発生 中期～長期

◇ 脱炭素関連技術の進捗、消費者の製品嗜好の変化等の市場環境の変化に伴い、お客さまの業績にネガティブな影響が及ぶこ

とによる信用リスクの発生
中期～長期

物理的リスク

◇ 水害等に伴う不動産担保（建物等）の毀損や、お客さま事業施設が自然災害で被災し、事業が停滞することによる信用リスク

の発生
短期～長期

◇ 当社グループ事業施設の毀損による事業コストの増加や浸水被害等による営業停滞リスクの発生 短期～長期

機会

◇ 気候変動対策、脱炭素社会への移行を支援するための投融資やサービスの提供

（山形県や秋田県沖における洋上風力発電事業など、脱炭素社会実現に向けた再生可能エネルギー事業へのファイナンスや

脱炭素化に関連するコンサルティング機会の拡大など、環境負荷低減を目的とした商品・サービスの積極的な提供）

短期～長期

◇ 当社グループの省資源・省エネルギー化の実施による事業コストの低下 短期～長期

（シナリオ分析）
シナリオ分析にあたっては、「環境省 TCFD提言に沿った気候変動リスク・機会のシナリオ分析実践ガイド（銀行セクター向け）ver.2.0」を参考とし、下記分析結果は、一

定の前提条件のもとに試算しております。今回の分析範囲においては、当社グループの財務への影響は限定的なものとなりましたが、引き続きシナリオ分析の高度化に努めてま
いります。

（ビジネス機会への取り組み）
お客さまの脱炭素経営への移行に向けたコンサルティング提供やSDGs／ESGの取組支援は、当社グループのビジネス機会になると認識しています。中長期的な目線でお取

引先や地域のお客さまの課題やニーズを理解し、気候変動対応や脱炭素社会への移行の支援を行うことで、投融資をはじめとしたソリューションの提供などのビジネス機会の創
出・拡大に取組んでいます。

戦略

当社グループは、気候変動に起因するリスクが、戦略、財務、事業運営などに影響を与えるものと認識するとともに、持続可能な地域環境づくりのための再生可能エネルギー
事業をはじめとしたサステナブルファイナンスを事業機会ととらえ積極的に取り組んでまいります。
また、サステナビリティ方針に基づく投融資方針を定め公表しております。
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◎ 移行リスク
TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言が推奨するセクター等を対象に分析を行った結果、当社グループにおいて移行リスクの影響が大きいセクターとして、気

候変動に関連する炭素税導入の影響が大きいと想定される「電力」「ガス」「石油」を選定しました。分析にあたっては、国際エネルギー機関（IEA）の「World Energy 
Outlook 2021」における、Net Zero Emissions by Scenario（NZE（1.5℃シナリオ））などを参考に、炭素税の導入等、脱炭素社会への移行に伴う与信コストの影
響を試算しました。

シナリオ
ＩＥＡ（International Energy Agency：国際エネルギー機関）
ＮＺＥ（Net Zero Emissions）2050シナリオ

分析内容
◇ リスクと機会の影響評価のためのパラメータを特定。シナリオ下におけるパラメータ変化を基に炭素税が導入された場合の費用負担増加によ

る与信先の財務内容が悪化するシナリオを想定し、当社グループの与信コストの変化を分析

分析対象 「電力」「ガス」「石油」

観測期間 2050年まで

分析結果
与信コスト等

最大7.3億円

◎ 物理的リスク
台風・洪水や高潮等の急性的な自然災害による浸水被害を分析しました。分析にあたっては、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の8.5シナリオ（4℃シナリオ）を

前提に、当社グループに担保を提供している取引先の与信コストの影響額および当社グループの影響を試算しました。

シナリオ
ＩＰＣＣ（Intergovernmental Panel on Climate Change：国連気候変動に関する政府間パネル）
ＲＣＰ８．５（シナリオ）

分析内容

◇ 河川の氾濫等による浸水を想定し、不動産担保の毀損および投融資先の業績悪化による与信コストを分析
①直接影響：不動産担保の毀損
②間接影響：与信先の営業停止による売上や利益減少等を要因とした財務状況の悪化による信用格付の低下

◇ 河川の氾濫等による浸水を想定し、当社が保有する店舗・ＡＴＭ等への被害や営業停滞による影響を分析

分析対象
当社グループへ不動産担保（建物等）を提供している取引先
当社グループが保有する店舗・ＡＴＭ、浸水被害による営業停滞日数等

観測期間 2050年まで

分析結果
与信コスト等

最大24.6億円
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リスク管理

当社グループは、マテリアリティとして、地域経済の持続的な成長、持続可能な地域環境づくり、人権の尊重、働きがいのある職場づくり、社会から信頼されるガバナンスの構築
という５つの重要課題を特定し、地域に根差した事業を展開する広域金融グループとしてこれらの解決に貢献することが重要ととらえています。事業遂行上のリスクの中でも、投
資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項として、サステナビリティ関連リスクを含め事業等のリスクを認識しております。
特に、当社に重要な影響を及ぼすリスクとしてトップリスクを選定しており、サステナビリティ関連リスクの気候変動リスク・人的リスクを選定しております。これらリスクは必ずしも独

立して発生するものではなく、信用リスク、市場リスク、自己資本比率に関するリスクなど、他の様々なリスクの発生につながり、また、様々なリスクを増大させる可能性があると認
識しております。
トップリスクの選定にあたっては、当社グループを取り巻く様々なリスク事象を抽出し、本部各部および各役員とも協議の上、最終的にはリスクマネジメント会議で決定しています。

リスク管理にあたる組織及びプロセスについて、グループ全体のリスク管理態勢として整備しております。サステナビリティ関連リスクを識別、評価、管理するプロセス、組織等は、統
合的リスク管理態勢に統合されており、リスク区分に応じた管理部署を定めるとともに、当社グループ全体のリスク管理態勢を最高リスク管理責任者（CRO）、リスク統括部が
統括しております。業務執行に係るリスクの状況については、リスクマネジメント会議で審議し、その審議内容を取締役会に設置されたリスク委員会に報告し検証等を行う体制と
しております。
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指標と目標

フィデアグループ投融資方針に基づきサステナブルファイナンスに積極的に取り組むとともに、2030年度までのCO2排出量70％削減（2013年度比）を目標に、再生可能エ
ネルギー由来電力への転換、省エネルギー化、各種認証制度の活用などを進めてまいります。

① サステナブルファイナンス実行目標及び実績

2021年度から2030年度まで10年間の累計実行額 4,000億円（うち環境分野 2,000億円）を目指しています。

＊環境分野＝ フィデアグループ投融資方針で定める「気候変動リスクを低減す

る省エネルギーや再生可能エネルギー事業、脱炭素社会の実現に

寄与する事業」、「水資源や森林資源などの保全に資する事業」

1,526

4,000

763

2,000

2023年度まで 2030年度

合計 うち環境分野

累計実績
目標額

（サステナブルファイナンス累計実行実績）

762 

1 

317 

307 

98 

34 5 

①省エネ・再エネ・脱炭素

②水資源・森林資源

③持続的発展・事業承継等

④教育・医療・福祉

⑤農林水産業・観光産業

⑥防災・減災

⑦その他

④

⑤

⑥ ⑦（ポートフォリオの構成）

①

①＋②＝環境分野

③

②

サステナブルファイナンスの累計実行額は2023年度までに1,526億円の実績となっており、2030年度までの累計実行額目標4,000億円に対して進捗率は38.2％となって

おります。うち環境分野での累計実行額は763億円※と、サステナブルファイナンス累計実行額全体の約50％を占めています。

※サステナブルファイナンス（環境分野）の各行実績（累計）

《荘内銀行》 2022年度：206億円 2023年度：401億円

《北都銀行》 2022年度：187億円 2023年度：362億円

当社グループでは、再生可能エネルギー分野のコンサルティング営業を強化しており、これまで陸上風力発電事業、バイオマス発電事業向けのプロジェクト・ファイナンス組成など

で実績を積み上げております。秋田県沖、山形県沖を中心とした洋上風力発電事業の本格化も予定されており、引き続き積極的に脱炭素社会実現に貢献してまいります。
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② ＣＯ２排出量削減目標及び実績

2013年度を基準年度として、2025年度までにCO２排出量△60％の削減、2030年度までに△70％の削減を目標とし、各種認証制度の利用を含め2030年度の

ネットゼロ達成を目指しています。

（中間年度目標及び2030年度目標）

（t-CO2）

基準年度 中間年度 2030年度

2013年度 2025年度 目標 削減率
※ 2023-2025年度の
３年間の排出量計画

目標 削減率

直接排出 Scope 1 1,689 1,051 △38％ 3,585 1,013 △40％

間接排出 Scope 2 7,143 2,483 △65％ 8,495 1,637 △77％

上記合計 8,833 3,534 △60％ 12,080 2,650 △70％

2023年度までのCO2排出量削減実績（Scope 1及びScope 2の合計）は、2013年度比△50.2％となっております。両行の本支店のLED化、使用電力の再生可能

エネルギー由来電力への切り替えなど、具体的な施策を順次進めてまいります。

（2023年度 CO2排出量削減実績）

（t-CO2）
基準年度 実績

2013年度 2023年度 削減率

直接排出 Scope 1 1,689 1,248 △26.1％

間接排出 Scope 2 7,143 3,150 △55.9％

上記合計 8,833 4,398 △50.2％

8,833

4,398
2,650

2013年度 2023年度 2030年度

△70％

削除率△50.2％

（単位：t-Co2）

（排出量）
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※Scope 3について

カテゴリー （単位：t-CO2） 2022年度 2023年度

１．購入した製品・サービス（コピー用紙等） 3,235 3,064

２．資本財（建築、ソフトウェア等） 4,655 3,343

４．輸送、配送（上流） 198 233

５．事業から出る廃棄物 1 1

６．出張（鉄道、航空機等） 79 149

７．雇用者の通勤（鉄道、バス等） 1,567 1,385

12．販売した製品の廃棄 16 36

13．リース（店外ATM） 308 302

15．投融資（事業性融資） 4,944,295 5,145,148

合計 4,954,354 5,153,661

＜ Scope 3（カテゴリー15）の14業種分類＞

業種 2023年度排出量

石油・ガス 1,108,049

電力 742,021

空運 361,009

海運 316,361

陸運 19,338

自動車 0

金属・鉱業 131,158

化学 63,244

建築資材・資本財 587,913

不動産管理・開発 8,352

飲料・食品 1,250,118

農業 0

製紙・林業 13,284

その他 544,302

合計 5,145,148

＜Scope３について＞
ａ．Scope３（カテゴリー１～14）の算定方法は、「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインVer２.６（環境省、経済産業省）」を参

考に、排出係数は「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベースVer３.４(環境省、経済産業省)」を使用しております。カ
テゴリー３、８～11、14は該当せず、排出量はゼロとなっております。

ｂ．Scope３（カテゴリー15）は、気候変動におけるリスクと機会を捉えていく重要な項目と考えております。ＧＨＧ排出量の算定においてはＰＣＡＦ（※１）に準拠した
算定方式、各種排出係数を内包した他社クラウドサービス（※２）を用いて事業性融資のお取引先全量を対象として算定しました。

ｃ．今後は、算定精度の向上を図っていくほか、カテゴリー15における算定対象のアセット（住宅ローン、自動車ローン、プロジェクトファイナンスなど）を拡大するとともに、投融
資先のＣＯ２排出量削減に向けてエンゲージメント強化も検討していく予定です。
※１ ＰＣＡＦ：「Partnership for Carbon Accounting Financials」金融機関の投融資ポートフォリオにおけるＧＨＧ排出量を計測・開示する方法を開発する国

際的なイニシアティブ。
※２ 他社クラウドサービスを用いた算定にあたっては、フィデアグループで使用している日銀業種分類から世界産業分類（ＧＩＣＳ）へ変換する必要があります。その変換

については環境省の業種紐付表をベースとしており、複数の変換先が存在する場合は、過少の算定とならないようにするため変換先の排出係数の最も高いものを対象と
して計算しております。従って、お客さまの実際に営んでいる事業内容とは一部一致しないものがあります。
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